
 

 

参考資料 アンケート集計結果 

１ ニーズ調査 

（１）子ども発達支援や福祉サービス等に関するニーズ調査 

調査目的 子どもの発達支援や福祉サービス等に関する潜在的なニーズ等を把握し、今後の障が 
い児施策の推進を図ること 

調査対象 令和 5 年 7 月 1 日現在、天草市に住所を有する者のうち、以下の者  計 559 人 
      ・未就学児︓児童発達支援支給決定児  
      ・就学児︓特別支援学校在籍児、特別支援学級在籍児、通級指導教室利用児、  

放課後等デイサービス支給決定児 
有効回答（有効回答率） 198 人（35.4％） 
調査期間 令和５年 7 月 18 日 〜 令和５年７月 31 日 
調査方法 郵送又は学校を通じて調査依頼分を配布 

URL 又は QR コードからアンケートシステムにて回答 
調査結果 

ア 調査対象者について 

（ア）年齢（ｎ＝198） 

 
「小学生」が最も多く、48.5％でした。 

（イ）性別（ｎ＝198） 

「男」が 69.7％で、「女」の約 2.3 倍でした。 

（ウ）お子さんの状態（ｎ＝198） 

 

「発達障がいの診断を受けている」が 58.6％
と最も多く、次に「該当するものがない」が
41.4％でした。 

 

62人 (31.3%)

96人 (48.5%)

28人 (14.1%)

12人 (6.1%)

0% 50% 100%

未就学児

小学生

中学生

高校生

138人 (69.7%)

59人 (29.8%)

1人 (0.5%)

0% 50% 100%

男

女

その他

無回答

116人 (58.6%)

3人 (1.5%)

82人 (41.4%)

0% 50% 100%

発達障がい

高次脳機能障がい

指定難病

小児慢性特定疾病

医療的ケア

該当なし

無回答
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（エ）お住まいの地域（ｎ＝198） 

 

回答者の多い順に、「本渡稜南地域」20.2％、
「本渡北地区」18.2％、「本渡南」9.6％でした。 

イ 放課後・長期休暇中の居場所について 

（ア）放課後（平日）や長期休暇中の居場所（ｎ＝198）複数回答可 

 

「自宅」が 61.1％と最も多く、次いで「放課
後等デイサービス」35.9％、「放課後児童ク
ラブ」20.2％でした。 

（イ）放課後（平日）や長期休暇中の居場所に関する今後の希望（ｎ＝198）複数回答可

 

「自宅」が 71.1％と最も多く、次いで「放課後
等デイサービス」48.0％、「放課後児童クラブ」
34.8％でした。 
現状（イ（ア））よりも自宅、放課後等デイサー
ビス、放課後児童クラブで過ごさせたいとの希
望が多くなっています。 

19人 (9.6%)

36人 (18.2%)

40人 (20.2%)

6人 (3.0%)

4人 (2.0%)

11人 (5.6%)

16人 (8.1%)

17人 (8.6%)

4人 (2.0%)

7人 (3.5%)

2人 (1.0%)

10人 (5.1%)

8人 (4.0%)

5人 (2.5%)

11人 (5.6%)

2人 (1.0%)

0人 (0.0%)

0% 20%

本渡南地区

本渡北地区

本渡稜南地区

佐伊津地区

本町地区

本渡東地区

牛深地区

有明地区

御所浦地区

倉岳地区

栖本地区

五和地区

新和地区

天草地区

河浦地区

その他

無回答

121人 (61.1%)
38人 (19.2%)

23人 (11.6%)
7人 (3.5%)

40人 (20.2%)
71人 (35.9%)

8人 (4.0%)

0% 50% 100%

自宅
祖父母宅や

習い事（学習塾）
児童館

放課後児童クラブ
放課後デイサービス

日中一時支援
その他
無回答

142人 (71.7%)
50人 (25.3%)

38人 (19.2%)
11人 (5.6%)

69人 (34.8%)
95人 (48.0%)

18人 (9.1%)
2人 (1.0%)

0% 50% 100%

自宅
祖父母宅や

習い事（学習塾）
児童館

放課後児童クラブ
放課後デイサービス

日中一時支援
その他
無回答
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ウ 相談先や情報の取得について 

（ア）保健センター（ｎ＝198） 

 
「知っていて相談したことがある」人が 67.2％
で最も多かったです。 

 

（イ）天草地域療育センター（ｎ＝198） 

 
「知らない」人が最も多く 34.8％でしたが、「知
っていて利用」「知っているが未利用」の回答は
ほぼ同数でした。

（ウ）熊本県南部発達障がい者支援センター 
わるつ（ｎ＝198） 

 
「知らない」が 47.7％と最も多く、次いで「知
っているが未利用」が 42.9％でした。 

（エ）地域障がい相談支援センター（ｎ=198）
● 

 
「知らない」が 58.6％と最も多かったです。

（オ）その他（自由記載） 
 ・苓北の発達外来（天草慈恵病院） 
 ・熊本県こども総合療育センター 

・くまのこ園 
 ・熊本県ひばり園 

・その他（市外の医療機関や専門施設）の利用が確認できました。 

（カ）利用している情報取得ツール（ｎ＝198）複数回答可

 

利用している情報取得ルールは、「広報『あまく
さ』」が最も多く、80.8％でした。次に、「市
ホームページ」が 44.4％、「市公式 LINE」が
36.4％でした。 

  

 

 

 

133人 (67.2%)

46人 (23.2%)

19人 (9.6%)

0% 50% 100%

知っていて利用

知っているが未利用

知らない

無回答

67人 (33.8%)

62人 (31.3%)

69人 (34.8%)

0% 50% 100%

知っていて利用

知っているが未利用

知らない

無回答

20人 (10.1%)

85人 (42.9%)

93人 (47.0%)

0% 50% 100%

知っていて利用

知っているが未利用

知らない

無回答

22人 (11.1%)

60人 (30.3%)

116人 (58.6%)

0% 50% 100%

知っていて利用

知っているが未利用

知らない

無回答

160人 (80.8%)
88人 (44.4%)

72人 (36.4%)
23人 (11.6%)

48人 (24.2%)
32人 (16.2%)
25人 (12.6%)

1人 (0.5%)
17人 (8.6%)

0% 50% 100%

広報「あまくさ」
市ホームページ

市公式LINE
アプリ「ココてらす」

のさりー
みつばちラジオ

天草ケーブルテレビ
その他

利用していない
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エ 外出について 

（ア）外出時の支援（ｎ＝198） 

 
「外出に支援が必要な人」は 60.5％でした。 
 

（イ）外出する際の手段（ｎ＝120）複数回答可 

 
「家族の付き添い」が最も多く 86.7％でした。 

（ウ）福祉サービス等の利用希望（ｎ＝120） 

 

「利用希望あり」が 14.2％でした。 
 
 
 
 

オ 障がい児通所支援について 

（ア）児童発達支援（ｎ＝198） 

 

（イ）放課後等デイサービス（ｎ＝198） 

 
（ウ）医療型児童発達支援（ｎ＝198） 

 

（エ）居宅訪問型児童発達支援（ｎ＝198） 

（オ）保育所等訪問支援（ｎ＝198） 

 

（カ）短期入所 

 

44人 (22.2%)

68人 (34.3%)

8人 (4.0%)

28人 (14.1%)

50人 (25.3%)

0% 50% 100%

いつも支援が必要

慣れた場所以外は支援が必要

その他

いつも１人で外出できる

無回答

104人 (86.7%)

25人 (20.8%)

11人 (9.2%)

1人 (0.8%)

3人 (2.5%)

9人 (7.5%)

0% 50% 100%

家族の付き添い

福祉サービスを利用

友人や知人等の付き添い

民間の移送サービスを利用

その他

無回答

100人 (83.3%)

17人 (14.2%)

3人 (2.5%)

0% 50% 100%

利用希望なし

利用希望あり

無回答

100人 (50.5%)
8人 (4.0%)

80人 (40.4%)
10人 (5.1%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

95人 (48.0%)
20人 (10.1%)

66人 (33.3%)
15人 (7.6%)

2人 (1.0%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

188人 (94.9%)
10人 (5.1%)

0% 50% 100%

利用希望なし
利用希望あり

無回答

192人 (97.0%)
6人 (3.0%)

0% 50% 100%

利用希望なし
利用希望あり

無回答

138人 (69.7%)
29人 (14.6%)
27人 (13.6%)

4人 (2.0%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

167人 (25.3%)
24人 (3.6%)

5人 (0.8%)
1人 (0.2%)
1人 (0.2%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答
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カ 必要な対策について（ｎ＝198）複数回答可 

 
最も多かったのは「学校教育の充実」で 62.6％でした。次に多かったのは「障がい者への理解

を深めるための教育・機会の充実」の 62.1％でした。  

124人 (62.6%)

123人 (62.1%)

111人 (56.1%)

111人 (56.1%)

109人 (55.1%)

94人 (47.5%)

94人 (47.5%)

87人 (43.9%)

79人 (39.9%)

69人 (34.8%)

67人 (33.8%)

59人 (29.8%)

52人 (26.3%)

48人 (24.2%)

45人 (22.7%)

45人 (22.7%)

43人 (21.7%)

41人 (20.7%)

39人 (19.7%)

27人 (13.6%)

25人 (12.6%)

20人 (10.1%)

16人 (8.1%)

0人 (0.0%)

5人 (2.5%)

0% 50% 100%

学校教育の充実

障がい者への理解を深めるための教育・機会の充実

手当等の経済的援助の充実

相談対応等の充実

合理的な配慮のある働く場や活動の場の確保

早期発見・早期療育のための支援の充実

障がいをもつ人の権利や人権を守るための支援

仕事に就くこと・続けることを容易にする制度の充実

災害時等の情報提供、通信体制、避難誘導対策の充実

保護者の学の学びの機会の充実

保護者同士の交流や情報交換の機会の充実

身近な医療機関に通院して医療を受けること

外出・移動の支援

スポーツ、レクリエーション、文化活動に対する支援

地域の人々との交流の機会の拡大

道路、交通機関、公共施設等を利用しやすくすること

幼稚園・保育園の充実

家族の休息のためのレスパイトケア

障がいの進行・二次障がいを予防すること

専門性の高い医療を受けること

情報媒体の充実

医療費の負担軽減

リハビリを受けること

在宅で訪問診療・訪問看護を受けること

その他
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（２）福祉サービス等に関するニーズ調査 

調査目的 障がい福祉サービスに関する潜在的なニーズ把握及び成果目標の設定や対策検討のた 
めの基礎資料を得て、今後の障がい福祉施策の推進を図ること 

調査対象 令和 5 年 7 月 1 日現在、天草市に住所を有する者のうち、以下の者 計 1,578 人 
・障がい者手帳所持者又は障がい福祉サービス利用者 

有効回答（有効回答率） 660 人（41.8％） 
調査期間 令和 5 年 7 月 12 日 〜 令和 5 年 7 月 31 日 
調査方法 郵送にて調査票を配布 

郵送又は URL 又は QR コードからアンケートシステムにて回答 
調査結果 
ア 調査対象者について 

（ア）調査回答者（ｎ＝660） 

 
77.1％が「障がい者本人」でした。 

（イ）性別（ｎ＝660） 

 
「女性」より「男性」の方がやや多い状況でした。 

（ウ）年齢（ｎ＝660） 

 
「50 代」が最も多く 28.2％でした。 

 

 

 

 

 

（エ）居住地（ｎ＝660） 

 

509人 (77.1%)

139人 (21.1%)

10人 (1.5%)

2人 (0.3%)

0% 50% 100%

障がい者本人

家族

その他

無回答

370人 (56.1%)

278人 (42.1%)

2人 (0.3%)

10人 (1.5%)

0% 50% 100%

男

女

その他

無回答

5人 (0.8%)

13人 (2.0%)

77人 (11.7%)

90人 (13.6%)

138人 (20.9%)

186人 (28.2%)

145人 (22.0%)

6人 (0.9%)

0% 50% 100%

10歳未満

10代

20代

30代

40代

50代

60代

不明

61人 (9.2%)

74人 (11.2%)

58人 (8.8%)

30人 (4.5%)

33人 (5.0%)

41人 (6.2%)

91人 (13.8%)

31人 (4.7%)

29人 (4.4%)

26人 (3.9%)

14人 (2.1%)

58人 (8.8%)

35人 (5.3%)

33人 (5.0%)

38人 (5.8%)

5人 (0.8%)

3人 (0.5%)

0% 20%

本渡南地区

本渡北地区

本渡稜南地区

佐伊津地区

本町地区

本渡東地区

牛深地区

有明地区

御所浦地区

倉岳地区

栖本地区

五和地区

新和地区

天草地区

河浦地区

その他

無回答

「牛深地区が」13.8％と最も多く、次いで
「本渡北地区」の 11.2％でした。 
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（オ）身体障がい者手帳 
【等級】（ｎ＝660） 

 
「身体障がい者手帳所持者」は 50.9%でし
た。 

【種別】（ｎ＝337）複数回答可 

 
「内部障がい」が 43.3％と最も多く、次いで
「肢体不自由（下肢）」が 31.2％でした。 

（カ）療育手帳（ｎ＝660） 

 
「知的障がいあり」は 33.5％で、うち「療育
手帳所持者」は 32.6%でした。 

（キ）精神障がい者保健福祉手帳（ｎ＝660） 

 
「精神障がいあり」は 30.0％で、うち「精神障
がい者保健福祉手帳所持者」は 27.6%でした。 

（ク）診断の有無等（ｎ＝660）複数回答可 

 
「発達障がい」が最も多く 21.5％、次いで
「指定難病」が 7.1％でした。 

 

 

 

（ケ）必要な介助（ｎ＝660）複数回答可 

 

129人 (19.5%)

90人 (13.6%)

37人 (5.6%)

53人 (8.0%)

14人 (2.1%)

14人 (2.1%)

287人 (43.5%)

36人 (5.5%)

0% 50% 100%

１級

２級

３級

４級

５級

６級

持っていない

無回答

17人 (5.0%)

17人 (5.0%)

19人 (5.6%)

67人 (19.9%)

105人 (31.2%)

22人 (6.5%)

146人 (43.3%)

39人 (11.6%)

0% 50% 100%

視覚

聴覚

音声・言語・そしゃく機能

肢体不自由（上肢）

肢体不自由（下肢）

肢体不自由（体幹）

内部障がい

無回答

32人 (4.8%)

43人 (6.5%)

78人 (11.8%)

63人 (9.5%)

6人 (0.9%)

384人 (58.2%)

54人 (8.2%)

0% 50% 100%

A1

A2

B1

B2

知的障がいあり手帳なし

持っていない

無回答

25人 (3.8%)

132人 (20.0%)

25人 (3.8%)

16人 (2.4%)

413人 (62.6%)

49人 (7.4%)

0% 50% 100%

１級

２級

３級

精神障がいあり手帳なし

持っていない

無回答

142人 (21.5%)
47人 (7.1%)

19人 (2.9%)
8人 (1.2%)
6人 (0.9%)

399人 (60.5%)
52人 (7.9%)

0% 50% 100%

発達障がい
指定難病

高次脳機能障がい
医療的ケア

小児慢性特定疾病
該当なし

無回答

273人 (41.4%)
217人 (32.9%)

173人 (26.2%)
173人 (26.2%)
172人 (26.1%)

148人 (22.4%)
138人 (20.9%)
133人 (20.2%)
123人 (18.6%)

101人 (15.3%)
78人 (11.8%)
74人 (11.2%)
60人 (9.1%)
51人 (7.7%)
37人 (5.6%)
37人 (5.6%)

0% 50% 100%

介助不要
お金の管理

食事の支度や後片付け
買い物

掃除・整理整頓
薬の管理

洗濯
自分の意思の伝達
相手の意思の理解

入浴
食事

衣服の着脱
排せつ

家の中の移動
その他
無回答

「介助不要」が 41.4％と最も多く、次いで
「お金の管理」が 32.9％でした。 
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イ 家族について 

（ア）同居家族（ｎ＝660）複数回答可 

 
「母」が最も多く 42.4％、次いで「父」が 30.9％
でした。 

（イ）主介護者（ｎ＝350） 

 
「母」が最も多く 39.7％でした。次いで「家
族や親族に介助者なし」が 22.9％でした。 

（ウ）主介護者不在の対応（ｎ＝243） 

 

主介護者が何らかの理由で介護できなくなった
場合の暮らし方については、「家族等と共に」
が最も多く 30.5％でした。次に多かったのは
「入所施設で」の 20.6％でした。 

ウ 日常生活について 

（ア）今後３年間の暮らし（ｎ＝660） 

 

 

今後３年間の暮らし方については、「家族と」
暮らすが 63.8％と最も多く、次いで多かった
のは「１人で」暮らすの 18.0％でした。 

 

 

 

 

14人 (2.1%)
34人 (5.2%)

204人 (30.9%)
280人 (42.4%)

71人 (10.8%)
61人 (9.2%)

114人 (17.3%)
67人 (10.2%)
75人 (11.4%)

101人 (15.3%)
19人 (2.9%)

6人 (0.9%)

0% 50% 100%

祖父
祖母

父
母
夫
妻

兄弟姉妹
子ども
その他

一人暮らし
入院中
無回答

139人 (39.7%)
80人 (22.9%)

32人 (9.1%)
22人 (6.3%)
20人 (5.7%)
16人 (4.6%)

4人 (1.1%)
3人 (0.9%)

7人 (2.0%)
27人 (7.7%)

0% 50% 100%

母
家族や親族に介助者なし

兄弟姉妹
夫
父
妻

子ども
祖母
祖父

その他
無回答

74人 (30.5%)

50人 (20.6%)

23人 (9.5%)

18人 (7.4%)

13人 (5.3%)

7人 (2.9%)

49人 (20.2%)

9人 (3.7%)

0% 50% 100%

家族等と共に

入所施設で

サービスを利用し1人で

グループホームで

家族の支援を受け1人で

その他

わからない

無回答

421人 (63.8%)

119人 (18.0%)

39人 (5.9%)

18人 (2.7%)

38人 (5.8%)

25人 (3.8%)

0% 50% 100%

家族と

一人で

グループホームで

入所施設で

その他

無回答
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（イ）必要な対策について（ｎ＝660）複数回答可 

 
最も多かったのは「手当・年金・助成金等の経済的な援助の充実」で 58.6％でした。次いで多か
ったのは「身近な医療機関に通院して医療を受けること」の 37.1％でした。 

エ 外出について 

（ア）外出頻度について（ｎ＝660） 

 

「１日に１回程度」外出する人が 50.3％でし
た。 

387人 (58.6%)
245人 (37.1%)
236人 (35.8%)

224人 (33.9%)
215人 (32.6%)
206人 (31.2%)
204人 (30.9%)
197人 (29.8%)
193人 (29.2%)

179人 (27.1%)
162人 (24.5%)

145人 (22.0%)
141人 (21.4%)

121人 (18.3%)
118人 (17.9%)
108人 (16.4%)

83人 (12.6%)
74人 (11.2%)
68人 (10.3%)
64人 (9.7%)
64人 (9.7%)
61人 (9.2%)
58人 (8.8%)
57人 (8.6%)
57人 (8.6%)
55人 (8.3%)
52人 (7.9%)
50人 (7.6%)

37人 (5.6%)
21人 (3.2%)

0% 50% 100%

手当・年金・助成金等の経済的援助の充実
身近な医療機関に通院して医療を受けること

親亡き後の生活支援
障がいをもつ人の権利や人権を守るための支援

仕事に就くこと・続けることを容易にする制度の充実
相談対応等の充実

災害時等の情報提供、通信体制、避難誘導対策の充実
合理的な配慮のある働く場や活動の場の確保

障がい者への理解を深めるための教育・機会の充実
医療費の負担軽減

道路、交通機関、公共施設等を利用しやすくすること
障がいの進行・二次障がいを予防すること

外出・移動の支援
障がいをもつ人に適した住宅の確保

自宅の改修
通所サービスの利用

家族の休息のためのレスパイトケア
リハビリを受けること

専門性の高い医療を受けること
スポーツ、レクリエーション、文化活動に対する支援

地域の人々との交流の機会の拡大
入所サービスの利用

障がいに配慮した情報媒体の充実
介護者同士の交流や情報交換の機会の充実

訪問サービスの利用
福祉用具の利用

意思疎通支援サービスの利用
介助者の学びの機会の充実

在宅で訪問診療・訪問看護を受けること
その他

332人 (50.3%)
99人 (15.0%)

77人 (11.7%)
33人 (5.0%)
38人 (5.8%)

14人 (2.1%)
5人 (0.8%)
23人 (3.5%)
39人 (5.9%)

0% 50% 100%

１日に１回程度
２〜３日に１回程度

１週間に１回程度
２週間に１回程度
１か月に１回程度

２〜３か月に１回程度
半年に１回程度

ほとんど外出しない
無回答
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（イ）余暇活動等による外出頻度 
【趣味や遊び】（ｎ＝660） 

 

【スポーツ】（ｎ＝660） 

 
【友人との交流】（ｎ＝660） 

 

無回答の中には標記の目的での外出が 0 日の人
も含まれます。 

（ウ）外出時の支援（ｎ＝660） 

 
「外出に支援が必要な人」は 48.1％でした。 

（エ）外出手段（ｎ＝318）複数回答可 

 
「家族の付き添い」が最も多く 31.7％でした。 

（オ）外出時のサービス利用希望（ｎ＝318） 

 
「利用希望あり」が 16.4％でした。 

（カ）地区のイベントへの参加状況（ｎ＝660） 

 
「全く参加なし」が最も多く 57.0％でした。 

 

  

 

 

 

 

 

172人 (26.1%)

24人 (3.6%)

26人 (3.9%)

438人 (66.4%)

0% 50% 100%

1－50日

51－100日

100日以上

無回答

32人 (4.8%)

6人 (0.9%)

6人 (0.9%)

616人 (93.3%)

0% 50% 100%

1－50日

51－100日

100日以上

無回答

145人 (22.0%)

9人 (1.4%)

15人 (2.3%)

491人 (74.4%)

0% 50% 100%

1－50日

51－100日

100日以上

無回答

117人 (17.7%)

162人 (24.5%)

39人 (5.9%)

311人 (47.1%)

31人 (4.7%)

0% 50% 100%

いつも支援が必要

慣れた場所以外は支援が必要

その他

いつも１人で外出できる

無回答

209人 (31.7%)
37人 (5.6%)
34人 (5.2%)
18人 (2.7%)
47人 (7.1%)
32人 (4.8%)

0% 50% 100%

家族の付き添い
福祉サービスを利用

友人や知人等の付き添い
民間の移送サービスを利用

その他
無回答

223人 (70.1%)

52人 (16.4%)

43人 (13.5%)

0% 50% 100%

利用希望なし

利用希望あり

無回答

65人 (9.8%)

181人 (27.4%)

376人 (57.0%)

38人 (5.8%)

0% 50% 100%

いつも

年に数回

全く参加なし

無回答
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オ 日中活動について 

（ア）平日の日中の過ごし方 
【現状】（ｎ＝660）複数回答可 

 
現状としては「主に家で過ごしている」人が
23.5％と最も多く、次いで「就労継続支援 B
型」が 16.1％、「一般雇用（正職員以外）」
が 10.9％となっています。 

【今後】（ｎ＝660）複数回答可 

 
今後の希望としては、「主に家で過ごす」と
「就労継続支援 B 型」が 15.9％と最も多く、
次いで「障がい者雇用（正職員以外）」が
13.3％となっています。 

【障がい福祉サービス利用者の今後】（ｎ＝195）複数回答可 

 

現在、障がい福祉サービス（生活介護、自立訓
練、就労継続支援 A・B 型及び就労移行支援事
業所）を利用している 195 名の今後の平日の
日中の過ごし方の希望としては、就労継続支援
B 型が 45.6％と最も多い状況でした。 

 

現状どおり障がい福祉サービスを継続して利用
することを希望している人が延べ 188 人に対
し、一般就労を希望している人が延べ 56 人で
した。一般就労では、一般雇用ではなく、障が
い者雇用を希望している人の方が多い状況でし
た。 

  

155人 (23.5%)
106人 (16.1%)

72人 (10.9%)
59人 (8.9%)
55人 (8.3%)
54人 (8.2%)
49人 (7.4%)

37人 (5.6%)
28人 (4.2%)
24人 (3.6%)
20人 (3.0%)
13人 (2.0%)
13人 (2.0%)
10人 (1.5%)
17人 (2.6%)

88人 (13.3%)

0% 20% 40%

主に家で過ごしている
就労継続支援B型

一般雇用（正職員以外）
障がい者雇用（正職員以外）

生活介護
一般雇用（正職員）

自営業
病院や介護施設の通所サー…

自立訓練
就労継続支援A型

障がい者雇用（正職員）
就労移行支援

地域活動支援センター
教育を受けている

その他
無回答

105人 (15.9%)
105人 (15.9%)

88人 (13.3%)
77人 (11.7%)
77人 (11.7%)
70人 (10.6%)

47人 (7.1%)
45人 (6.8%)
41人 (6.2%)
39人 (5.9%)
36人 (5.5%)
30人 (4.5%)

16人 (2.4%)
8人 (1.2%)

22人 (3.3%)
126人 (19.1%)

0% 20% 40%

主に家で過ごしている
就労継続支援B型

障がい者雇用（正職員以外）
一般雇用（正職員）

一般雇用（正職員以外）
障がい者雇用（正職員）

生活介護
自営業

病院や介護施設の通所サー…
自立訓練

就労継続支援A型
就労移行支援

地域活動支援センター
教育を受けている

その他
無回答

89人 (45.6%)
36人 (18.5%)

26人 (13.3%)
25人 (12.8%)
21人 (10.8%)
17人 (8.7%)
16人 (8.2%)
13人 (6.7%)

9人 (4.6%)
9人 (4.6%)
8人 (4.1%)
6人 (3.1%)
5人 (2.6%)
4人 (2.1%)
2人 (1.0%)

21人 (10.8%)

0% 50% 100%

就労継続支援B型
生活介護

障がい者雇用（正職員以外）
就労継続支援A型

自立訓練
就労移行支援

障がい者雇用（正職員）
病院等の通所サービス
主に家で過ごしている

自営業
一般雇用（正職員）

一般雇用（正職員以外）
その他

地域活動支援センター
教育を受けている

無回答
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（イ）一般就労を希望しない理由（ｎ＝323） 
複数回答可 

 
「体力面で不安」が 56.7％と最も多く、次いで
「人間関係で不安」が 46.7％でした。 

 

 

（ウ）一般就労し続けるための環境（ｎ＝310） 
複数回答可 

 
「職場に障がいの理解がある」が 60.3％と最も
多く、次いで「柔軟な勤務体制が 49.4％、「必
要時に通院できる」が 47.4％でした。 

カ 権利擁護について 

（ア）成年後見制度（ｎ＝660） 

 
制度を「知っている人」が 41.1％、うち「利
用したことがある人」が 2.3％でした。 

（イ）あまくさ成年後見センター（ｎ＝660） 

 
センターを「知っている人」が 15.5％、うち
「利用したことがある人」が 1.1％でした。 

（ウ）身体・知的障がい者相談員（ｎ＝660） 

 
相談員を「知っている人」が 28.3％、うち
「利用したことがある人」が 7.1％でした。 

（エ）市障がい者虐待防止センター（ｎ＝660）

 
センターを「知っている人」が 15.3％、うち
「利用したことがある人」が 0.9％でした。 

（オ）障害者差別解消法（ｎ＝660） 

 
 

（カ）障害者虐待防止法（ｎ＝660） 

 

183人 (56.7%)

151人 (46.7%)

49人 (15.2%)

9人 (2.8%)

27人 (8.4%)

73人 (22.6%)

(17.0%)

0% 50% 100%

体力面で不安

人間関係で不安

やりたい仕事がない

他にやりたいことがある

仕事で収入を得る必要がない

その他

無回答

187人 (60.3%)

153人 (49.4%)

147人 (47.4%)

86人 (27.7%)

64人 (20.6%)

52人 (16.8%)

45人 (14.5%)

6人 (1.9%)

21人 (6.8%)

0% 50% 100%

職場に障がいの理解がある

柔軟な勤務体制

必要な時に通院できる

通勤手段の確保

就労後の支援機関による支援

職場の環境整備

在宅勤務

その他

特に必要なことはない

15人 (2.3%)

256人 (38.8%)

321人 (48.6%)

68人 (10.3%)

0% 50% 100%

知っていて利用

知っているが未利用

知らない

無回答

7人 (1.1%)

95人 (14.4%)

478人 (72.4%)

80人 (12.1%)

0% 50% 100%

知っていて利用

知っているが未利用

知らない

無回答

47人 (7.1%)

140人 (21.2%)

391人 (59.2%)

82人 (12.4%)

0% 50% 100%

知っていて利用

知っているが未利用

知らない

無回答

6人 (0.9%)

95人 (14.4%)

477人 (72.3%)

82人 (12.4%)

0% 50% 100%

知っていて利用

知っているが未利用

知らない

無回答

73人 (11.1%)
502人 (76.1%)

85人 (12.9%)

0% 50% 100%

法律名や内容を知っている
知らない

無回答

115人 (17.4%)
463人 (70.2%)

82人 (12.4%)

0% 50% 100%

法律名や内容を知っている
知らない

無回答

法律名や内容を「知っている人」は 11.1％で
した。 

法律名や内容を「知っている人」は 17.4％で
した。 
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（キ）成年後見制度の利用希望（ｎ＝660） 

 
「利用希望あり」が 10.2％でした。 

 

（ク）差別について（ｎ＝660） 

 
「差別を感じている人」は 22.4％でした。

（ケ）差別等を受けていると感じるとき（ｎ＝148）複数回答可 

 

「日常生活で他者と関わるとき」が 54.1％で
最も多い状況でした。 

キ 相談先や情報の取得について 

（ア）地域障がい相談支援センター（ｎ＝660） 

 
センターを「知っている人」が 30.5％、うち
「利用したことがある人」が 11.1％でした。 

 

 

 

（イ）情報発信手段（ｎ＝660）複数回答可 

 
市からの情報発信手段として利用しているもの
では、広報「あまくさ」が最も多く 62.7％で
した。 

（ウ）利用している電子機器（ｎ＝660）複数回答可 

 

障がい者本人またはご家族で「スマートフォン」
を利用している人は 77.3％でした。 

67人 (10.2%)
524人 (79.4%)

69人 (10.5%)

0% 50% 100%

利用希望あり
利用希望なし

無回答

25人 (3.8%)

123人 (18.6%)

225人 (34.1%)

249人 (37.7%)

38人 (5.8%)

0% 50% 100%

いつも感じる

ときどき感じる

あまり感じない

まったく感じない

無回答

80人 (54.1%)
57人 (38.5%)

52人 (35.1%)
42人 (28.4%)
39人 (26.4%)
37人 (25.0%)

24人 (16.2%)
19人 (12.8%)

7人 (4.7%)
6人 (4.1%)

0% 50% 100%

日常生活で他者と関わるとき
仕事をするとき

家族、親族と関わるとき
病院を受診するとき

お店などを利用するとき
公共交通機関を利用するとき

制度を利用するとき
施設を利用するとき
学校生活をするとき

その他

73人 (11.1%)

128人 (19.4%)

417人 (63.2%)

42人 (6.4%)

0% 50% 100%

知っていて利用

知っているが未利用

知らない

無回答

414人 (62.7%)

159人 (24.1%)

95人 (14.4%)

81人 (12.3%)

65人 (9.8%)

51人 (7.7%)

34人 (5.2%)

146人 (22.1%)

0% 50% 100%

広報「あまくさ」

みつばちラジオ

天草ケーブルテレビ

市ホームページ

のさりー

市公式LINE

その他

無回答

510人 (77.3%)

185人 (28.0%)

133人 (20.2%)

108人 (16.4%)

35人 (5.3%)

0% 50% 100%

スマートフォン

パソコン

タブレット

どれも利用しない

無回答
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（エ）意思疎通のための手段や機器等（ｎ＝660）複数回答可 

 

意思疎通のために利用している手段や機器で
は、「読話・講話」が 1.4％、次いで「コミュ
ニケーションボード」が 1.1％の順でした。そ
の他の中には「スマートフォン」という回答も
多かったです。 

ク 障がい福祉サービスについて 

（ア）障がい支援区分の内訳（ｎ＝660） 

 

「区分のある人」が 14.8％でした。 

（イ）居宅介護（ｎ＝660） 

 

（ウ）重度訪問介護（ｎ＝660） 

 
（エ）同行援護（ｎ＝660） 

 

（オ）行動援護（ｎ＝660） 

 

9人 (1.4%)
7人 (1.1%)
3人 (0.5%)
3人 (0.5%)
2人 (0.3%)
2人 (0.3%)
1人 (0.2%)
1人 (0.2%)
1人 (0.2%)

22人 (3.3%)
509人 (77.1%)

111人 (16.8%)

0% 50% 100%

読話・口話
コミュニケーションボード

読み上げ機能付き機器
筆談・要約筆記

拡大読書器
手話・手話通訳

点字関係
電話リレーサービス

音声認識ソフト
指点字
触手話

補助援助システム
筆談器

人工喉頭
その他

特に利用していない
無回答

449人 (68.0%)
9人 (1.4%)
18人 (2.7%)
21人 (3.2%)
14人 (2.1%)
16人 (2.4%)
20人 (3.0%)

113人 (17.1%)

0% 50% 100%

区分なし
区分１
区分２
区分３
区分４
区分５
区分６
無回答

444人 (67.3%)
28人 (4.2%)
19人 (2.9%)

4人 (0.6%)

165人 (25.0%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

467人 (70.8%)
21人 (3.2%)

3人 (0.5%)
2人 (0.3%)

167人 (25.3%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

467人 (70.8%)
21人 (3.2%)

3人 (0.5%)

169人 (25.6%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

457人 (69.2%)
33人 (5.0%)

2人 (0.3%)
1人 (0.2%)

167人 (25.3%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答
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（カ）重度障がい者等包括支援（ｎ＝660） 

 

（キ）自立生活援助（ｎ＝660） 

 

（ク）生活介護（ｎ＝660） 

 

（ケ）療養介護（ｎ＝660） 

 
（コ）短期入所（ｎ＝660） 

 

（サ）機能訓練（ｎ＝660） 

 
（シ）生活訓練（ｎ＝660） 

 

（ス）就労移行支援（ｎ＝660） 

 
（セ）就労継続支援 A 型（ｎ＝660） 

 

（ソ）就労継続支援 B 型（ｎ＝660） 

 
  

465人 (70.5%)
14人 (2.1%)
4人 (0.6%)
2人 (0.3%)

175人 (26.5%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

432人 (65.5%)
49人 (7.4%)

11人 (1.7%)
1人 (0.2%)
2人 (0.3%)

165人 (25.0%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

419人 (63.5%)
34人 (5.2%)
56人 (8.5%)

4人 (0.6%)

147人 (22.3%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

453人 (68.6%)
23人 (3.5%)

9人 (1.4%)

175人 (26.5%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

434人 (65.8%)
37人 (5.6%)

16人 (2.4%)
7人 (1.1%)

166人 (25.2%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

445人 (67.4%)
25人 (3.8%)

9人 (1.4%)
1人 (0.2%)

180人 (27.3%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

416人 (63.0%)
40人 (6.1%)
24人 (3.6%)

3人 (0.5%)

177人 (26.8%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

405人 (61.4%)
63人 (9.5%)

11人 (1.7%)
2人 (0.3%)

179人 (27.1%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

410人 (62.1%)
50人 (7.6%)

24人 (3.6%)
2人 (0.3%)
2人 (0.3%)

172人 (26.1%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

355人 (53.8%)
53人 (8.0%)

89人 (13.5%)
5人 (0.8%)
4人 (0.6%)

154人 (23.3%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答
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（タ）就労定着支援（ｎ＝660） 

 

（チ）施設入所支援（ｎ＝660） 

 
（ツ）共同生活援助（ｎ＝660） 

 

（テ）地域移行支援（ｎ＝660） 

 
（ト）地域定着支援（ｎ＝660） 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

415人 (62.9%)
59人 (8.9%)

7人 (1.1%)
1人 (0.2%)

178人 (27.0%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

449人 (68.0%)
30人 (4.5%)

7人 (1.1%)
2人 (0.3%)

172人 (26.1%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

406人 (61.5%)
41人 (6.2%)
42人 (6.4%)

4人 (0.6%)
167人 (25.3%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

460人 (69.7%)
17人 (2.6%)

2人 (0.3%)

181人 (27.4%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答

428人 (64.8%)
45人 (6.8%)

5人 (0.8%)

182人 (27.6%)

0% 50% 100%

未利用／利用希望なし
未利用／利用希望あり

利用中／同量希望
利用中／増量希望
利用中／減量希望

無回答
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２ 事業所実態調査 

（１）障がい者支援施設実態調査 

調査目的 成果目標「福祉施設の入所者の地域生活への移行」の評価・対策を検討する上での基
礎資料を得ること 

調査対象 天草市内の障がい者支援施設 ８施設（令和 5 年 7 月 1 日現在） 
有効回答（有効回答率） 8 施設（100％） 
調査期間 令和５年７月 18 日 〜 令和 5 年 8 月 7 日 
調査方法 メールにて調査票を配布回収 

調査結果 
ア 施設利用率 

（ア）施設利用率 

 

障がい者支援施設の「定員」は 410 人。その
うち、「利用中」は 391 人（95.4％）でし
た。 

 
イ 現入所者の属性や状態像 

（ア）障がい支援区分の内訳（ｎ＝391） 

 
「区分６」が最も多く 49.9%でした。 

（イ）年齢の内訳（ｎ＝391） 

 
「60 歳代以上」が 57.3％でした。 

  

391人（95.4%）

0% 50% 100%

1人 (0.3%)

7人 (1.8%)

23人 (5.9%)

61人 (15.6%)

106人 (27.1%)

193人 (49.4%)

0% 50% 100%

区分なし

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６

5人 (1.3%)

22人 (5.6%)

27人 (6.9%)

47人 (12.0%)

66人 (16.9%)

121人 (30.9%)

103人 (26.3%)

0% 50% 100%

２０歳未満

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代

７０歳以上
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（ウ）在所期間の内訳（ｎ＝391） 

 
「10 年以上」が 64.5％で、そのうち「30 年
以上」が 24.8％でした。 

（エ）給付決定市町村の内訳（ｎ＝391） 

「天草市」は約半数（55.2％）で、「天草圏
域外」の人が 33.5％でした。

（オ）意思決定責任者の配置状況（ｎ＝391） 

 

「意思決定責任者が配置されている人」は
65.2％でした。また、「意思決定責任者の職種」
は 255 人全員がサービス管理責任者でした。 

ウ 入退所について（令和３〜４年度） 

（ア）入退所者数 

 

 

「退所者数」が「入所者数」を 14 人上回って
いました。 

（イ）障がい支援区分の内訳 
【新規入所者】（ｎ＝31） 

 
「区分４」が最も多く 41.9％でした。 

 

【退所者】（ｎ＝45） 

 
「区分６」が最も多く 66.7％でした。

  

71人 (18.2%)

68人 (17.4%)

35人 (9.0%)

32人 (8.2%)

45人 (11.5%)

43人 (11.0%)

97人 (24.8%)

0% 50% 100%

５年未満

５〜１０年未満

１０〜１５年未満

１５〜２０年未満

２０〜２５年未満

２５〜３０年未満

３０年以上

216人 (55.2%)

32人 (8.2%)

12人 (3.1%)

126人 (32.2%)

5人 (1.3%)

0% 50% 100%

天草市

上天草市

苓北町

熊本県内の他の市町村

熊本県外の市町村

65.2%

255人

34.8%

136人

0% 50% 100%

配置済み

未配置

31人

45人

0人 20人 40人

入所

退所

2人 (6.5%)

1人 (3.2%)

13人 (41.9%)

8人 (25.8%)

7人 (22.6%)

0% 50% 100%

区分なし

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６

2人 (4.4%)

1人 (2.2%)

7人 (15.6%)

5人 (11.1%)

30人 (66.7%)

0% 50% 100%

区分なし

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６
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（ウ）年齢の内訳 
【新規入所者】（ｎ＝31） 

 
「20 歳未満」と「50〜60 歳代」での入所が
多い状況でした。 

【退所者】（ｎ＝45） 

 
「60 歳代以上」が 71.1％でした。

（エ）新規入所者の入所直前の居所及び退所者の退所直後の居所 
【新規入所者の入所直前の居所】（ｎ＝31） 

 
「地域生活（自宅）」からの移行者が 48.4％
でした。 

 

【退所者の退所直後の居所】（ｎ＝45） 

 
「死亡」による退所が 62.2％と最も多く、「病
院」と合わせると 75.6％でした。「地域生活へ
の移行者」は 13.3%でした。

エ 地域移行について 

（ア）施設からみる現入所者の地域移行の可能性について（ｎ＝319） 

 

施設からみて「地域移行が可能」と思われる方
は 4 人（1.1％）でした。また、本人に「地域移
行の意向がある人」も 4 人（1.1％）でした。 

  

6人 (19.4%)

3人 (9.7%)

4人 (12.9%)

3人 (9.7%)

7人 (22.6%)

6人 (19.4%)

2人 (6.5%)

0% 50% 100%

２０歳未満

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代

７０歳以上

2人 (4.4%)

1人 (2.2%)

3人 (6.7%)

3人 (6.7%)

4人 (8.9%)

14人 (31.1%)

18人 (40.0%)

0% 50% 100%

２０歳未満

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代

７０歳以上

15人 (48.4%)

5人 (16.1%)

6人 (19.4%)

2人 (6.5%)

3人 (9.7%)

0% 50% 100%

地域生活（自宅）

地域生活（共同生活援助）

他入所施設（障がい者）

他入所施設（障がい児）

他入所施設（高齢者）

病院

4人 (8.9%)

2人 (4.4%)

4人 (8.9%)

1人 (2.2%)

6人 (13.3%)

28人 (62.2%)

0% 50% 100%

地域生活（自宅）

地域生活（共同生活援助）

他入所施設（障がい者）

他入所施設（障がい児）

他入所施設（高齢者）

病院

死亡

1人 (0.3%)

3人 (0.8%)

3人 (0.8%)

338人 (86.4%)

46人 (11.8%)

0% 50% 100%

本人意向あり

本人意向未形成

本人意向あり

本人意向未形成

移
行

可
能

移
行

困
難

そ
の 他

移行可能

移行困難

その他
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（イ）地域移行の実績（令和３〜４年度） 

 

「地域移行を目指した人」が 10 人、うち「地
域移行継続者」が 8 人です。地域移行継続者で
「地域移行支援サービスを利用した人」はいま
せんでした。 

（ウ）地域移行継続者の最初の移行先（ｎ＝8） 

 

「共同生活援助（自法人）」と「家庭復帰」が
各々４人ずつでした。 

（エ）地域移行や入所継続を主導した要因 
【地域移行継続者の地域移行】（ｎ＝8） 

 
「本人の意思」が 62.5％でした。 

【施設入所継続者の入所継続】（ｎ＝2） 

 
「本人の意思」が 50.0％でした。 

（オ）障がい支援区分の内訳 
【地域移行継続者】（ｎ＝8） 

 
「区分４」が 50.0％と最も多い状況でした。 

【施設入所継続者】（ｎ＝2） 

 
「区分５」が 100％でした。 

 

 

 

 

10人

8人 2人

0人 5人 10人
地域移行目指した人

地域移行継続者

施設入所継続者

4人

4人

0人 2人 4人

共同生活援助（自法人）
共同生活援助（他法人）

宿泊型自立訓練
家庭復帰

１人暮らし・結婚等

5人 (62.5%)

2人 (25.0%)

1人 (12.5%)

0% 50% 100%

本人の意思

家族の希望

後見人等の判断

施設の判断

1人 (50.0%)

1人 (50.0%)

0% 50% 100%

本人の意思

家族の希望

後見人等の判断

施設の判断

1人 (12.5%)

1人 (12.5%)

4人 (50.0%)

1人 (12.5%)

1人 (12.5%)

0% 50% 100%

区分なし

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６
2人 (100%)

0% 50% 100%

区分なし

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６
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（カ）年齢の内訳 
【地域移行継続者】（ｎ＝8） 

 
「40 歳代以下」が 87.5％でした。 

【施設入所継続者】（ｎ＝2） 

 
「40 歳代」と「50 歳代」が１人ずつでした。 

（キ）入所期間の内訳 
【地域移行継続者】（ｎ＝8） 

 
「５年未満」が 75.0％でした。 

 

【施設入所継続者】（ｎ＝2） 

 
「５〜10 年未満」と「25〜30 年未満」が１
人ずつでした。 

（ク）実施した意思決定支援等 
【地域移行継続者】（ｎ＝8） 

 
「グループホーム等の体験利用等」を実施したのは 12.5％でした。 

【施設入所継続者】（ｎ＝2）

 
「グループホーム等の体験利用等」を実施したのは 0％でした。 

2人 (25.0%)
2人 (25.0%)
2人 (25.0%)

1人 (12.5%)

1人 (12.5%)

0% 50% 100%

２０歳未満
２０歳代
３０歳代
４０歳代
５０歳代
６０歳代

1人 (50.0%)
1人 (50.0%)

0% 50% 100%

２０歳未満
２０歳代
３０歳代
４０歳代
５０歳代
６０歳代

6人 (75.0%)

2人 (25.0%)

0% 50% 100%

５年未満
５〜１０年未満

１０〜１５年未満
１５〜２０年未満
２０〜２５年未満
２５〜３０年未満

1人 (50.0%)

1人 (50.0%)

0% 50% 100%

５年未満
５〜１０年未満

１０〜１５年未満
１５〜２０年未満
２０〜２５年未満
２５〜３０年未満

4人 (50.0%)

6人 (75.0%)

1人 (12.5%)

3人 (37.5%)

0% 50% 100%

意思決定責任者による意向や選好の継続的な確認

モニタリングにおいて意思決定支援会議を行い判断

グループホーム等の体験利用を実施

家族や後見人等の理解を得るなどの側面支援

2人 (25.0%)

0% 50% 100%

意思決定責任者による意向や選好の継続的な確認

モニタリングにおいて意思決定支援会議を行い判断

グループホーム等の体験利用を実施

家族や後見人等の理解を得るなどの側面支援
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（ケ）地域移行や入所継続を判断した主たる理由 
【地域移行継続者】（ｎ＝8） 

 

「家族や後見人等
の同意があった」が
37.5％と最も多か
ったです。 

【施設入所継続者】（ｎ＝2） 

 

「本人の状態が適
していない」と「家
族や後見人等の同
意がなかった」が 1
人ずつでした。 

オ 意思決定支援について 

（ア）実施している意思決定支援（ｎ＝8） 

 
「地域との接点づくり」と「モニタリングを通じた希望の明確化」はすべての施設で実施されてい
ました。「地域生活が体験できる機会の確保」を実施していたのは 37.5％、「揺らぎ等を想定し
た体験の機会の提供等」を実施していたのは 12.5％でした。 

1人 (12.5%)

3人 (37.5%)

2人 (25.0%)

1人 (12.5%)

1人 (12.5%)

0% 50% 100%

本人の状態が適していた

本人の経済状況（費用負担が可能）

家族や後見人等の同意があった

本人にあったグループホーム等の資源があった

自法人のグループホーム等でフォローが可能

必要な以上機関等の健康管理上の資源があった

就労や日中活動等のサービスがあった

1人 (50.0%)

1人 (50.0%)

0% 50% 100%

本人の状態が適していない

本人の経済状況（費用負担が困難）

家族や後見人等の同意がなかった

本人にあったグループホーム等の資源がなかった

自法人のグループホーム等でフォローが困難

必要な以上機関等の健康管理上の資源がなかった

就労や日中活動等のサービスがなかった

6施設 (75.0%)

5施設 (62.5%)

6施設 (75.0%)

8施設 (100%)

3施設 (37.5%)

5施設 (62.5%)

1施設 (12.5%)

8施設 (100%)

4施設 (50.0%)

4施設 (50.0%)

6施設 (75.0%)

5施設 (62.5%)

5施設 (62.5%)

0% 50% 100%

入所の段階で意向確認・地域資源との調整

入所体験の機会の確保

日常生活での意思形成・表明の機会づくり

地域との接点づくり

地域生活が体験できる機会の確保

言語以外の意思表明に関わるアセスメント

揺らぎ等を想定した体験の機会の提供等

モニタリングを通じた希望の明確化

ガイドラインを活用した意向の引出

家族の理解を促進する取組の推進

グループホーム等の住まいの場の開発

複合的な事業展開

職員研修
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（イ）実施している地域生活体験（グループホーム等）の機会の確保の方法（ｎ＝3） 

 

「地域生活が体験できる機会の確保」を実施していた 3 施設のうち、「入所の段階から体験の機会
の設定」をしている施設が 66.7％でした。 

カ グループホーム等の社会資源がない場合の対応 

（ア）グループホーム等の社会資源がない場合の対応（ｎ＝8） 

 

「近隣の他法人と空室等の調整」が最も多く 37.5％でした。

キ 地域移行を進める上での課題や阻害要因 

（ア）地域移行を進める上での課題や阻害要因（ｎ＝8） 

 
「利用者の高齢化・重度化」が 100％、次いで「地域移行のニーズがない」と「家族や後見人の反
対」が 75.0％と多い状況でした。  

2施設 (66.7%)

1施設 (33.3%)

1施設 (33.3%)

0% 50% 100%

入所の段階から体験の機会の設定

地域i移行の意向に関わらず体験の機会の設定

地域移行の意向が確認できた時点で体験の機会の設定

2施設 (25.0%)

3施設 (37.5%)

2施設 (25.0%)

0% 50% 100%

新たなグループホーム開設等

近隣の他法人と空室等の調整

障がい福祉計画に反映するよう働きかける

必要な社会資源が開設されるのを待つ

8施設 (100%)

6施設 (75.0%)

3施設 (37.5%)

1施設 (12.5%)

6施設 (75.0%)

5施設 (62.5%)

2施設 (25.0%)

1施設 (12.5%)

3施設 (37.5%)

0% 50% 100%

利用者の高齢化・重度化

地域移行のニーズが少ない

障がいの程度や状態が合わない

経済的に厳しい

家族や後見人の反対

社会資源の不足

体制整備が行政計画と連動していない

施設等の経営上の問題

施設等の処遇方針

地域住民の歓迎されない空気
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（２）就労継続支援事業所実態調査 

調査目的 成果目標「福祉施設から一般就労への移行等」の評価・対策を検討する上での基礎資
料を得ること 

調査対象 天草市内の就労継続支援事業所 15 事業所（令和 5 年 7 月 1 日現在） 
有効回答（有効回答率） 15 事業所（100％） 
調査期間 令和５年７月 24 日 〜 令和 5 年 8 月 7 日 
調査方法 メールにて調査票を配布回収 

調査結果 
ア 事業所利用率 

（ア）事業所利用率 

 

就労継続支援事業所の「定員」は 338 人。そ
のうち、「利用中」は 289 人（85.5％）でし
た。 

 
イ 現利用者の属性や状態像 

（ア）年齢の内訳（ｎ＝289） 

 
「20〜60 歳代」の利用が多く、92.0％でした。 

（イ）利用期間の内訳（ｎ＝289） 

 
「5 年未満」が最も多く 34.6％でした。 

（ウ）支給決定市町村の内訳（ｎ＝289） 

 
「天草市」が 91.3％でした。 

 

289人（85.5%）

0% 50% 100%

9人 (3.1%)

63人 (21.8%)

52人 (18.0%)

62人 (21.5%)

49人 (17.0%)

40人 (13.8%)

14人 (4.8%)

0% 50% 100%

２０歳未満

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代

７０歳以上

100人 (34.6%)

66人 (22.8%)

50人 (17.3%)

37人 (12.8%)

20人 (6.9%)

5人 (1.7%)

11人 (3.8%)

0% 50% 100%

５年未満

５〜１０年未満

１０〜１５年未満

１５〜２０年未満

２０〜２５年未満

２５〜３０年未満

３０年以上

264人 (91.3%)

9人 (3.1%)

4人 (1.4%)

9人 (3.1%)

3人 (1.0%)

0% 50% 100%

天草市

上天草市

苓北町

県内の他の市町村

県外の市町村
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ウ 新規利用と退所について（令和３〜４年度） 

（ア）新規利用と退所者数 

 

「新規利用者」が「退所者」を２名上回ってい
ます。 

（イ）年齢の内訳 
【新規利用者】（ｎ＝46） 

 
「20 歳代以下」が 54.4％でした。 
 

【退所者】（ｎ＝44） 

 
「20 歳代」が 31.8％と最も多い状況でした。 

（ウ）退所者の行き先（ｎ＝44） 

「一般就労への移行」が 27.3％でした。 

 
エ 一般就労への移行について 

（ア）事業所からみる現利用者の一般就労への移行の可能性について（ｎ＝289） 

 

事業所からみて「一般就労への移行が可能」と
思われる方は 11 人（3.8％）でした。また、
本人に「一般就労への移行の意向がある人」が
27 人（9.4％）でした。 

 

 
 
 

46人

44人

0人 20人 40人

新規利用

退所

12人 (26.1%)

13人 (28.3%)

6人 (13.0%)

7人 (15.2%)

8人 (17.4%)

0% 50% 100%

２０歳未満

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代

７０歳以上

14人 (31.8%)

11人 (25.0%)

9人 (20.5%)

6人 (13.6%)

4人 (9.1%)

0% 50% 100%

２０歳未満

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代

７０歳以上

12人 (27.3%)

6人 (13.6%)
1人 (2.3%)

3人 (6.8%)
1人 (2.3%)

21人 (47.7%)

0% 50% 100%

一般就労
就労移行支援事業所

就労継続支援A型事業所
就労継続支援B型事業所

自立訓練
生活介護

死亡
その他

8人 (2.8%)

3人 (1.0%)

19人 (6.6%)

193人 (66.8%)

66人 (22.8%)

0% 50% 100%

本人の意向あり

本人の意向未形成

本人の意向あり

本人の意向未形成

一
般

就
労

可
能

一
般

就
労

困
難

そ
の 他

一般就労

可能

一般就労

困難

その他
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オ 意思決定支援について 

（ア）実施している意思決定支援（ｎ＝15） 

 
「企業での就労体験の機会を確保」したのは 26.7％でした。

カ 一般就労を進める上での課題や阻害要因 

（ア）一般就労を進める上での課題や阻害要因（ｎ＝15） 

 
「一般就労のニーズがない」が 73.3％と最も多く、次いで「利用者の高齢化・重度化」が 66.7％、
「地域の社会資源の不足」が 60.0％でした。 

4事業所 (26.7%)
12事業所 (80.0%)

4事業所 (26.7%)
2事業所 (13.3%)

1事業所 (6.7%)
2事業所 (13.3%)

0% 50% 100%

企業での就労体験の機会の確保
モニタリングを通じた希望の明確化

家族の理解を促進する取組
一般就労への移行促進に関する職員研修

その他
いずれの取組も行っていない

10事業所 (66.7%)

11事業所 (73.3%)

8事業所 (53.3%)

1事業所 (6.7%)

9事業所 (60.0%)

1事業所 (6.7%)

1事業所 (6.7%)

0% 50% 100%

利用者の高齢化・重度化

一般就労のニーズが少ない

本人の障がいの程度が合わない

家族等の反対

地域の社会資源の不足

事業所の経営の問題

事業所の処遇方針

地域住民の歓迎されない空気

その他

特にない
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